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研究要旨： 

 健康診断の結果に基づき、医師等による就業上の措置に関する意見を聴取し、適切な就

業上の措置を行うことは、事業者の義務となっている。また労働者の健康上の職務適性の評

価に基づく就業上の措置は、健康診断以外の機会においても必要となる。そこで、労働者の

健康上の職務適性の評価に基づく就業上の措置に関する意見のあり方や、中小事業場を含

む体制について検討することを目的として、３年間にわたる調査研究を実施した。 
適切な就業上の措置の実施のためには、適切な手順、エビデンスに基づく参考基準、適

切な対応ができる医師（産業医）等の確保、事後措置の重要性に対する事業者の理解が不

可欠である。そこでまず、事業場において実施されている医師等による就業上の措置に関す

る意見の実態や文献について様々な視点から調査を行った。その過程で収集された事例を

分析した結果、就業上の措置に関する医師の意見については、その目的によって５つの類型

（類型１：就業が疾病経過に影響を与える場合の配慮、類型２：事故・公衆災害リスクの予防、

類型３：健康管理（保健指導・受診勧奨）、類型４：企業・職場への注意喚起・コミュニケーショ

ン、類型５：適性判断）に分類される可能性が示唆された。また、産業医の選任義務のない小

規模な事業場で、健康診断を行った企業外労働衛生機関や医療機関の医師等が就業上の

意見を述べることを可能とする条件について検討した。 
 ５つの類型のうち、類型１については担当医とのコミュニケーションツール、類型２について

は失神や突然死の発生リスクに関するエビデンス情報、類型３については就業措置を検討す

る数値に関する産業医間のコンセンサス情報が必要と考えられた。そこで、担当医とのコミュ

ニケーションツールを作成するとともに（後述の「就業上の措置を適正に行うための手引き」の

一部として）、エビデンス情報の収集・整理を行った。また、健康診断の事後措置として就業

上の措置を検討する検査項目と数値についてデルファイ法を用いてコンセンサス情報を取り

まとめた。これら収集・整理された情報に基づいて職務適性の評価と就業上の措置に関する

意見を行うことができる医師を養成するための研修プログラムの作成と運用のための手引きを

作成した。その上で、すべての労働者を対象として、事業者が医師から適切な就業上の意見

を聴取できるための課題と検討の方向性を提言としてまとめるとともに、３年間の成果を統合し

た Web ページを作成して公表した。 
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Ａ.目的 

 一般定期健康診断の事後措置は、労働

安全衛生法で事業者の義務として定めら

れ、一定の指針が示されているものの、

健康診断の結果をもとに判断される業務

と健診結果の関係については言及されて

いない。また、健康診断以外にも労働者

の健康状態について就業上の側面から検

討が必要な機会が存在する。さらに、こ

れらの機会における医師による就業上の

意見については、十分なエビデンスがな

かったり、産業医の関与が小さい中小規

模事業場においては事後措置が実施され

ていない場合も少なくないなど、様々な

課題が存在する。一方、労働人口の高齢

化、業務の高密度化や有所見率の上昇に

より、健康診断結果に基づく事後措置の

重要性は以前に比して増している。 

本研究は、一般定期健康診断等の機会に

おいて、医師等による就業上の措置に関

する意見に基づき、事業者が適切な事後

措置を実施できるよう、そのあり方等に

ついて検討を行うことを目的としている。 

適切な事後措置が実施されるためには、

①適切な手順、②就業と健康状態の関係

に関するエビデンスの利用、③事業場や

労働者の実情にあった運用、④適切な対

応ができる医師（産業医）等の確保、⑤

事後措置の重要性に対する事業者の理解

が不可欠である。本研究では、①、②、

③に関する一定の指針を示すために必要

な情報収集を行い、提言案をまとめると

ともに、④の基本となるための医師向け

のマニュアルや研修プログラムの開発を

併せて行った。 

 

B．研究結果 

Ⅰ 健康診断の事後措置に関する実態調

査 

1． 産業医の就業措置に関するアンケート

調査         

定期健康診断結果に基づく就業上の措

置に関する意見を述べるにあたっての、プ

ロセス、実施状況、参考となる情報、判断

の根拠等についてアンケート調査を行っ

た。 

基礎解析の結果、半数以上の対象者は、

就業上の措置に関して規程又はマニュア

ルが整備されていると回答しているが、実

際に就業上の措置の意見を述べる際の判

断の根拠として最も多い回答は、自分の臨

床医又は産業医としての経験であり、次い

で各学会のガイドライン等であったことから、

就業上の措置に関する客観的で直接的な

情報源は整備されていないことが示唆され

た。 

就業上の措置の実務としては、本人、上

司との面談や就業上の措置の実施までに



猶予期間を設けるなど、就業上の措置が

実効あるものとなるように工夫していること、

また自発的に健康を回復する契機となるよ

うに工夫していることが示された。その一方

で、就業上の措置を講じたことが適切であ

ったかまたは内容が適切であったかにつ

いて悩むことは、70％が時々以上あると回

答していた。 
これらのことから、産業医は産業医学及

び臨床医学の面から情報を収集している

が、いずれも十分な情報は存在せず、産

業医は自らの経験を基に就業上の措置に

ついて判断している実態が示された。また、

産業医としての就業上の措置の意見を述

べるためのスキル等のトレーニング法として

も、事例検討会が有効との回答が高く、経

験に基づく就業上の措置が行われている

と推定されることと合致していた。   

 

2． 専属産業医の就業上の措置に関する聞

き取り調査       

  専属産業医に対して、定期健康診断の

事後措置特に就業上の措置に関して、聞き

取り調査を行った。その結果、就業上の措

置の基準を社内もしくは事業場内で整備し

ている事例は多くなく、また、整備している場

合でもその根拠は明確ではなかった。 就

業上の措置を実施するにあたって、実施前

に猶予期間を与えることや上司などから職

場環境に関する情報の収集及び配慮の内

容等についての検討を行うなど、過不足の

ない就業措置とするために、また実効的な

就業措置とするための工夫がなされてい

た。  
 トラブル事例としては、就業上の措置等を

拒否する従業員の存在があげられたが、産

業医の説得で多くの事例は解決しているこ

とが示された。 
 産業医が、適切な就業上の措置を行うた

めの技能の習得に関しては、事例検討や実

務での経験などが有用であるとする意見が

多く、実務に即したトレーニングが適してい

ると考えられた。 

 
 

3． 嘱託産業医事例としての事後措置の実

態調査：独立系産業医 

大企業や企業外労働衛生機関に一定年

数所属し経験をつんだ上で独立し、複数の

中規模事業場の嘱託産業医として産業保

健サービスを提供する独立系産業医が国内

において徐々に増えてきている。嘱託産業

医事例としての事後措置の実態を調査する

にあたり、これまでの業務経験から、おそらく

良質な産業保健サービスを提供していること

が予想される独立系産業医に注目し活動内

容についてヒアリング調査を行った。調査対

象者は、企業との契約内容にもよるが、自身

が担当するほぼすべての事業所の労働者

の健康診断結果を確認し、医学判定の確認

と見直しを行い、医療職による保健指導を

行う対象者、受診勧奨を行う対象者、リスク

が高く就業制限を含めた措置が必要な可能

性があるため面談等による介入が必要な対

象者に面談を行っていた。リスクが高い労働

者に対しては、就業上の措置に関する意見

を述べる必要があるため、いったん就業判

定を保留にし、受診結果を確認した後に「就

業可」とする等の手順を踏んでいた。就業制

限をかける際には、深夜業や出張の多さ等

業務の有害性の程度を考慮し、またこれま

での健診データの推移や、本人の自己管理

能力にも考慮しながら介入をしていた。また

事業所の個別性にも対応し、安全衛生体制



の成熟度や担当者の姿勢、産業医活動可

能時間に合わせて介入方法を工夫してい

た。 

 中小企業における産業保健サービスの提

供は、産業保健以外に専門分野を持つ医

師（日本医師会認定医、非専業産業医）や

健康診断実施機関として事業所と接点の多

い労働衛生機関の医師がどの位の数の労

働者に、どの程度の質で事後措置に関与で

きるかが今後の課題であると思われるが、こ

のような技術は主にＯＪＴの中で経験的に学

んでいく場合が多く、具体的な手順な留意

点について解説した教科書やマニュアルは

周知のものとなっていない。今回の調査を基

に、このようなマニュアル類の整備や産業医

研修プログラムの開発が必要であると思わ

れる。 

 

4． 企業外労働衛生機関の健康診断事後

措置への関与  

日本国内では産業保健のアウトソーシン

グ機関として企業外労働衛生機関があり、

その一部は健康診断の実施、嘱託産業医

サービス、作業環境測定など、幅広い内容

の産業保健サービスを提供しており、総合

的企業外労働衛生機関とも呼ばれている。

一般健康診断における医師等による就業上

の措置に関する意見（以下、就業判定）の在

り方を検討するために、本研究では平成 22
年度に、国内において約半数の健康診断

実施数を占めるといわれている企業外労働

衛生機関における就業判定の実態につい

て調査を行なった。 
就業判定を行っている事業場の範囲は、

調査したすべての機関において嘱託産業

医契約が前提であり、一部の例を除き健康

診断のみを受託している場合には行なって

いなかった。また、企業外労働衛生機関で

は複数の医師が嘱託産業医活動を行い事

後措置への関与を行なっていたが、判定方

法に関する一定の基準は存在しなかった。 
平成 23 年度には、産業医選任の義務が

ない小規模事業場において就業判定を行う

ための方策を検討した。企業外労働衛生機

関としては、１）ある程度職場の状況が把握

できる、２）労働者本人との面談ができること

が必要で、３）面談に必要なマンパワーの確

保と必要なコストが得られれば可能かもしれ

ないという意見であった。しかし、判定するス

キルを持った医師が不足している、また、事

業者側に就業判定の必要性について周知

がされておらずニーズがないという現状が明

らかになった。小規模事業場の就業判定実

施率を上げるためには、１）事業者側への事

後措置の意義についての周知、事業者向け

「手引き」の作成、２）医師へのアクセスを良

くするため、あらかじめ判定医師を指名して

おく等の法令の整備、３）医師資源として地

域医療機関や健診機関医師を活用するた

めの医師向け「判定マニュアル」の作成が必

要と考えられた。 
平成 24 年度には、我々が想定した方策

により労働衛生機関として就業判定への関

与が可能か否かについてのヒアリング調査と、

代表的な労働衛生機関に対して、健診実施

人数と産業医契約によってカバーされてい

る労働者数についての調査を行った。産業

医カバー率は機関によって 8％～25％とか

なり幅があったが、全体としては全健診実施

人数の約 15％の労働者がフォローされてい

た。ある程度の数の専門的産業医が所属す

る労働衛生機関であれば、事業者への周知

徹底がなされニーズが発生すれば産業保



健外来による高リスク者の面談と就業判定

は可能と思われた。また、就業判定よりも、

「要精密検査」の医学判定を受けた者に対

する確実な受診勧奨、指導を重視する姿勢

も現場には存在した。 

 

5． JR 医学適性検査基準の策定プロセス

に関する実態調査   

 一般健康診断における医師等による就業

上の措置に関する意見の在り方を検討する

上で、現在行われている就業上の措置の実

態を把握することが必要である。JR グルー

プでは、平成17年より 3年間にわたり、各社

の鉄道医が中心となり、医学適性検査の標

準化・明瞭化を図るため、独自で判定基準

の検討を行い、「動力車操縦者の医学適性

検査に関するハンドブック」を作成した。今

回我々は、このハンドブック作成に中心的に

関与した JR の鉄道医 2 名に対してインタビ

ューを行い、ハンドブックの策定プロセス等

について聴取した。 
このハンドブックは、有志で集まった各臨

床分野の専門医と JR 各社の鉄道産業医と

の間で話し合いが行われて作成されたが、

判定の考え方や留意すべき病態等を列挙

することに留め、数値を用いた明確な基準

はほとんど示されていない。そのため、最終

的に鉄道産業医の総合的な判断に委ねら

れる面が大きいものとなった。それでも、ハ

ンドブックで判定の考え方が示されたことで、

これまで鉄道産業医の主観や限られた経験、

もしくは受検者本人の希望や主治医の意向

に必要以上に左右されがちであった医学適

性検査判定の客観性が以前よりも高まり、総

合的な判定が行いやすくなったことは大きな

成果であると認識されていた。また、ハンド

ブックでは動力車の操縦への影響に着目し

た健康状態や留意すべき点について述べら

れ、就業と健康に関する考え方が示された

ことにより、鉄道医間のみならず、JR 病院臨

床医との認識のズレを調整しながらコミュニ

ケーションを行なうことが容易になったと評

価されていた。更には、それぞれの判断に

ついて受検者や管理者の理解を得るための

ツールとしても有効であると認識されてい

た。 
今回の調査の結果、「動力車操縦者の医

学適性」という限られた目的での判断基準で

あっても、基準を明確に数値化することや疾

患名で就業上の制限基準を示すのは困難

であることが明らかになった。しかし、業務と

の関係において各病態における留意すべき

事項を示したり、就業上の措置における手

順を明確にするなど、一定の指針を示すこと

は、医師が就業上の措置に関して適切な意

見を示すために有効であり、一般健康診断

の事後措置にも応用可能であると考えられ

た。 
 

6． 海外における就業上の措置に関する文

献調査   

 わが国において、労働者の一般健康診断

に基づく事後措置は、労働安全衛生法で事

業者の義務として定められている。しかし、

その手順については一定の指針が示されて

いるものの、特定の業務と健診結果との関

係、すなわち職務適性評価における判断基

準については言及されていない。海外にお

いては、一般健康診断の実施は一般的で

はないのもの、さまざまな業務や機会に職務

適性評価に基づく適正配置が行なわれてお

り、その手順はわが国における事後措置の

参考になるため、海外の職務適性評価に関

する文献調査を行うこととした。 



産業保健分野における職務適性評価に関

す る 論 文 の シ ス テ マ テ ィ ッ ク レ ビ ュ ー

「 Criteria and methods used for the 

assessment of fitness for work(Consol 
Serra et al., Occupational 
Environmental Medicine 2007 
64:304-312)」を用い、その中に引用された

1980年～2005年における海外の英語論文

39 件、2005 年以降 2010 年までの論文を

Pub Med を用いて検索し得た英語論文 31
件の計 70 件を収集し、就業上の措置を行う

上でのプロセス、配慮すべき点についての

記載を整理し分析・評価を行った。 
海外では我が国のような一般健康診断の制

度がない場合が多く、特定の業務や特定の

健康障害における職務適性について言及さ

れている文献が多かった。その中で就業上

の措置についての最終的判断は、海外にお

いても医師の経験に基づく主観に委ねられ

ているが、労働者の健康度と職務の要求度

や危険度を照合するための、一定のエビデ

ンスに基づく判断を可能にする書式や手順

等の必要性が強調されていた。我が国にお

いても、労働者の個人リスクや業務上のリス

クの双方について、必ずしも十分ではない

情報の中で就業上の意見を述べる場合が

多く、また、日本版 ADA(American with 
Disability Act)の導入が検討されているこ

とからも、労働者の健康度と職務の要求度

や危険度に関する情報収集やそれらの情

報を照らし合わせ就業上の意見を述べるた

めの手順や書式、その手順の運用方法の

標準化等の検討が求められる。 

 

7． 英国の”Fit Note”制度の導入   

英国では、健康問題を抱える労働者の就

業を支援する制度として、2010 年から The 

Statement of Fitness for Work(通称、Fit 

Note、以下 FN)と呼ばれる文書を医師が発

行する仕組みが導入された。これは、従来、

Sick Notes もしくは Medical Statements

と呼ばれていた文書を改変したものである。

FN は、病気や外傷などの健康問題を抱え

る労働者が、就業に適しているか、もしくは

就業配慮が必要かを記載したものである。

通常、FN は、労働者が雇用主に提出し、就

業配慮を検討したり、もしくは就業できない

場合には、休業補償（Statutory Sick Pay）

の申請書類として用いられる。今回、英国に

おける FN に関する調査を、GP、産業医、

PT のインタビューを通じて行った。 

FN は、「労働は健康上の便益である」と

いうエビデンスにもとづく社会的合意のもと

で、健康問題を抱える労働者の復職支援を

促進する制度である。そのための方策として、

GP を最大限に活用するためのツールでも

ある。特に cultural shift と呼ばれるように、

GP に就業支援についての重要な役割を課

したことが、本制度導入の核心との印象を抱

いた。 

 

 

Ⅱ 事後措置の枠組みに関する検討 

8． 産業医が実施する就業措置の文脈に関

する質的調査  

 産業医による事後措置は、国内の産業保

健活動における主な日常業務の一つである。

しかしながら、多くの場合、企業文化・慣習、

医師の方針、労働者の健康状態、業務内容



などを総合的に考慮しながら実施されており、

事後措置の適用範囲、内容、手順について

共通の認識が存在しているとは言えない。

そこで、本研究では、現在実施されている事

後措置の実態を把握するとともに、その類型

化を試みた。産業医のインタビューおよびア

ンケートを実施し、質的研究に沿って分析を

行った結果、下記５つの類型があることが示

唆された。 

・類型１：就業が疾病経過に影響を与える場

合の配慮、 

・類型２：事故・公衆災害リスクの予防、 

・類型３：健康管理（保健指導・受診勧奨） 

・類型４：企業・職場への注意喚起・コミュニ

ケーション 

・類型５：適性判断 

これらの類型について、特徴、事例、課題に

ついて整理、検討を行った。 

 

9． 50 人未満の小規模事業場における健

康診断就業判定の方策について  

労働安全衛生法では、すべての事業者

に健康診断の実施と、その結果に基づき、

有所見者に対して必要な措置について医

師の意見を聴かなければならないと規定さ

れている。この義務規定は50人未満の産業

医選任義務のない小規模事業場にも適用さ

れており、地域産業保健センター事業の活

用を図ることが望ましいとされているが、現

在の予算・マンパワーではすべての実施は

困難で、事後措置の実施率は約 1/3 に留ま

っている。本研究では小規模事業場におい

て健康診断事後措置を広く行うための方策

について検討した。就業判定サービス供給

源として、健康診断を実施している企業外

労働衛生機関に注目し、産業医契約のない

小規模事業場に対して就業判定サービスを

提供できる条件について、その統括医師と

事務担当者にヒアリング調査を行った。また

複数機関の医師を集め、小規模事業場に

おける健診事後措置の実情と、広くサービス

を提供するための方策についてグループイ

ンタビューを行った。 

企業外労働衛生機関としては、産業医契

約のない小規模事業場の労働者の判定を

行うためには、1)ある程度職場の状況が把

握でき、2)労働者本人との面談ができること

が必要で、3)面談に必要なマンパワーの確

保と適正な収入が得られる必要があるとの

意見であった。しかし、判定方法や基準も曖

昧なため、医師の産業医経験・技量によると

ころが大きく、判定するスキルを持った医師

が不足している、また、そもそも事業者側に

就業判定の必要性について周知がされて

おらずニーズがないという意見であった。グ

ループインタビューでは、健康診断の二次

精密検査を行い主治医となる、地域医療機

関の医師の活用も検討する必要があるとい

う意見があった。小規模事業場の就業判定

実施率を上げるためには、1)事業者側への

事後措置の意義を周知するための事業者

向け「手引き」の作成、2)医師へのアクセス

を良くするため、あらかじめ判定医師を指名

しておく等の法令の整備、3)医師資源として



地域医療機関や健診機関医師を活用する

ための医師向け「判定マニュアル」の作成が

必要と考えられた。 

 

 

Ⅲ エビデンス等の整理・作成 

10． 科学的根拠に基づく就業措置の支

援を目的とした文献レビュー  

心臓突然死と失神は本人ばかりではなく

高所からの転落や交通事故等により他の労

働者や地域住民にも危険をもたらすため、

事業者が安全配慮義務を履行するに当た

って主要な問題となる。今回、我々は心臓

突然死もしくは、失神の発症の可能性のあ

る私傷病を持つ労働者に対してより適切な

就業措置を行う際の参考となる科学的根拠

を提供するために、両者の文献レビューを

行った。対象文献は、日本循環器学会の

「心臓突然死の予知と予防のガイドライン

(2010 年改訂版)」と「失神の診断・治療ガイ

ドライン(2007 年)」の予後に関する疫学的

検討の記述と主要な内科学の教科書３種類

を対象とし、それぞれの疾病について突然

死、失神の確率を含めた予後についてとハ

イリスクとなる要因を中心にまとめた。 

Brugada 症候群の突然死発生率は、平

均で 0.5%/年と比較的低い値であったのに

対し、急性心筋梗塞に関しては、欧米のデ

ータではあるが、梗塞後 1 年間の死亡率

(心筋梗塞急性期の死亡は除外)が 10～

20 % であり、その大半が突然死と非常に高

かった。しかし、産業衛生学雑誌による論文

等の報告は前者のほうが圧倒的に多いこと

から、産業保健職の認識と実際の疫学デー

タに解離が認められることが示唆された。ま

た、先天性 QT 延長症候群のように突然の

聴覚刺激等によって突然死の発生率が上

昇する疾病もあるため、このような情報を正

確に把握することにより、騒音職場での就業

措置を講ずる等のより適切な就業措置が可

能となると考えられた。僧帽弁逸脱症のよう

に、同一疾病であっても、突然死の確率に

大きな違いがある疾病も多く認められた。こ

のような疾病を平均の確率から判断すると必

要以上の事後措置がなされ、労働者の就業

機会を奪う危険がある。そのため、同一疾病

であっても、突然死のハイリスク群であるか

否かを含めて本人・主治医から予後に関し

ての適切な情報を入手し、判断する能力が

産業医には必要であると考えられた。 

失神に関しては、冠攣縮性狭心症等の失神

の頻度が 4～33%と非常に高いという結果

である一方、産業衛生学雑誌による論文等

の 報 告 で は 、 失 神 に 関 連 す る 報 告 は

Brugada 症候群のみであったことから、産

業保健職が失神を引き起こす疾患として、

上記疾患等への認識が不足している可能

性が示唆された。また、失神は、再発率が

21～28%と非常に高かった。失神の既往者

に関しては、原因が確定するまでは就業を

制限し、治療を開始した上で、就業させるこ

とが必要であると考えられた。 

このようなエビデンスを正しく認識し利用

することによって、過度もしくは不十分な就



業配慮が是正されることが期待される。一方、

事業者が過剰対応すれば、就業者の労働

機会が奪われる可能性がある。就業配慮促

進と労働機会喪失は相反する関係にあるた

め、今後、学会等にて議論を重ね一定の指

針を作成していくことが求められる。 

 

11． 就業上の措置に関する臨床ガイド

ライン  

就業者に医療を施す際に、治療後の患

者が適切な時期に適切な職場復帰ができる

ことが望ましい。就業の可否を求められる臨

床医と職場復帰を判断する産業医の両者に

とって、適切な職場復帰のアドバイスを行う

ための診療ガイドラインは非常に有用である。

そのような、就業措置あるいは職場復帰に

関する診療ガイドラインが、国内外において

どの程度存在するのかを調査した。インター

ネットにて、国内外の診療ガイドライン検索

システムを利用して、ガイドライン総数と就労

措置の記載の有無を確認し、そのアップデ

ートを行った。国内のガイドラインでは、日本

内科学会関連 13 学会における公開ガイドラ

イン数とそれぞれのガイドラインでの就労措

置の記載の有無を確認した。 

その結果、国内外において内科系ガイド

ラインでは、約 3 % 程度で就労措置の記載

が存在した。国内では 97 ガイドライン中わ

ずか 3 ガイドラインのみしか認められないも

のの、日本循環器学会「ペースメーカ、ICD、

CRT を受けた患者の社会復帰・就学・就労

に関するガイドライン」では、労働安全衛生

法に基づいた配慮が臨床医の視点からなさ

れており、画期的な診療ガイドラインである。

しかし、国内の内科系ガイドラインでは、就

労措置についての考慮が依然として不十分

である。 

一方、疾患ごとに小規模ではあるが、就

労措置の情報が記載されているガイドライン

が存在した。膨大な量の検査・治療が中心

に記載された診療ガイドラインの中に就労

措置の記載があっても、それを有効に利用

できているとは考え難く、既に就労措置の記

載があるガイドラインを抽出し、職場や臨床

現場で利用されやすい形に集約するなどの

工夫が今後必要である。 

 

12． ICD デバイス植込み・失神およびて

んかん患者における自動車運転制限の

現状調査 

自動車運転制限は日常生活のみならず、

就業においても大きな影響を及ぼすが、自

動車運転制限は法律・ガイドライン等により

規定されており、検診の事後措置において

も適切に運用する必要がある。ICD 植込み

患者・てんかん及び失神患者の自動車運転

制限の現状について調査し、検診の事後措

置において適切かつ容易に運用可能な

Web ページコンテンツを作成することを目的

として検討を行った。 

 ICD 植込み患者の自動車運転制限期間

は一次予防および二次予防、電池交換およ

び新規リード植込みの有無によって異なる。

抗頻拍ペーシングを含む ICDの作動があっ



た場合には 12 ヶ月の経過観察が必要であ

る。てんかんに関する現行の道路交通法に

則った運用では、無発作期間が５年、あるい

は２年（臨時適性検査もしくは診断書が必

要）で許可される。失神患者における自家用

車運転は、単発・軽症の場合には運転制限

は不要であり、再発性・重症例では症状がコ

ントロールされるまで、原因不明の場合には

器質的心疾患および運転中の失神歴がなく、

安定した前徴があるものについては運転可

能である。ICD 植込み患者およびてんかん

患者は大型、中型免許（８t 限定を除く）およ

び第２種運転免許の適性はないが、失神患

者においては単発、軽症例で危険を伴わな

い場合は運転可能である。営業車などの普

通乗用車の第一種免許による職務運転に

関しては、運転時間の制限などの配慮が必

要である。 

ICD 植込み・てんかんおよび失神は自動

車運転制限を検討する必要があるが、実際

に制限が必要か否かは治療経過によるため、

適切に制限を行う為には治療を行っている

医師の判断が必要である。検診の事後措置

における ICD 植込み・てんかんおよび失神

患者の自動車運転制限はガイドラインある

いは学会指針に示される方針に沿った対応

が必要であり、これを容易とする Web コンテ

ンツを作成したが、制限基準は年々改訂さ

れており、常に内容のアップデートが必要で

ある。  

     

13． 心臓突然死と一過性意識消失のリ

スク評価 

 心臓突然死と一過性意識消失発作は、職

場にも大きな影響を及ぼし、また労働災害

に繋がる危険性もあるため予防すべきもの

である。健診後の事後措置においては、各

事業所で産業医の意見を参考に事業主に

よる判断がなされる。その過程で、臨床医・

主治医からの意見が必要となることが多い。

一般診療において、臨床医は診療ガイドラ

インに沿った治療を行っていく。臨床医は、

情報提供がない限り、具体的な職場の状況

は把握出来ていないことが多く、一方、各事

業所の産業医もその健診結果から臨床医・

主治医がどのような結果を予測し、追加検

査を行い対応していくのか、専門的になるほ

ど全ての疾患に対して最新の知識をアップ

デートして持つことは、膨大な労力が必要と

なり、困難を極めると考えられる。健診結果

より疾患を判断し臨床的視点からの就業の

可否を求められる臨床医と、職場復帰や適

性配置への適切なアドバイスを行わねばな

らない産業医の両者間で共有できる認識が

あれば、そのやり取りが無駄なく適切なもの

となることが予測される。本研究では、臨床

医と産業医が共通認識可能なものとして、

「リスク評価」という視点が適当であるかを検

討するために、臨床ガイドラインが充実して

おり、職場で発生した場合にリスクが高いと

考えられる、心臓突然死や失神などの疾患

を取り扱う循環器内科疾患を例に挙げて検

討した。 

循環器疾患では疾患毎の臨床ガイドライ



ンにおいて、明確に心臓突然死や脳血管疾

患のリスク因子が示してある。これらのリスク

因子は、エビデンスに基づき明確であり、各

疾患に数多く存在するものでもない。事後

措置が必要な健診結果から導かれる疾患に

おいて、各々の心臓突然死と脳血管障害、

失神などの「リスク評価」を臨床医と産業医

の両者が共有することは有益ではないかと

考えられた。 

 

14． 健康診断の事後措置基準のデルフ

ァイ法による検討 

 我が国では労働者の一般健康診断に基

づく医師等への就業上の意見の聴取（以下、

就業判定）が労働安全衛生法で事業者の

義務として定められているが、就業判定につ

いては判断基準等が示されておらず、実際

には医師の裁量権に任されている。医師が

就業判定において、何らかの就業上の措置

に関する意見を述べる理由は、いくつかの

類型に分けられるが、その中で「現疾患また

は生活改善が夜勤等の勤務態様によりコン

トロールが妨げられる場合」については、そ

の判断の根拠を科学的に作成することが困

難であり、各産業医の経験に基づいた対応

が行われることになる。そこで本研究では、

そのような目的の就業判定における参考資

料を作ることを目的に行われた。 

産業保健活動を開始して3年以上の医師

で、現在専業で産業医活動を行う 85 人に

対して、調査票によるデルファイ法（3 回実

施）を用いた調査を行った。「就業制限をか

けることを検討する」と「最頻値の集積」の両

方が半数を超えた項目について健康管理を

目的として産業医として就業上の意見を述

べることのコンセンサスが得られた項目とし

た。 

3 回の調査によって、コンセンサスを得ら

れた項目は、収縮期血圧、拡張期血圧、空

腹時血糖、随時血糖、HbA1c、Hb、ALT、

クレアニンの 8 項目であり、就業制限をかけ

る 最 頻 値 は そ れ ぞ れ 収 縮 期 血 圧 180 

mmHg(72.0%) 、 拡 張 期 血 圧 110 

mmHg(85.9%) 、 空 腹 時 血 糖  200 

mg/dL(69.1%) 、 随 時 血 糖  300 

mg/dL(76.9%)、HbA1c 10% (62.3%)、Hb 

8 g/dL(62.3.%)、ALT 200 mg/dl(61.7%)、

クレアチニン 2.0 mg/dl (67.2%)であった。 

コンセンサスを得られた項目で高血圧は、

臨床ガイドラインでⅢ度高血圧に相当する

180/110mmHg以上で、危険業務に関係な

く就業制限をかけることを検討する医師が多

い。一方で HbA1c においては、ガイドライン

上、治療継続中でコントロール不良とされる

8％より判断基準が緩い 10％が最頻値であ

った。高血圧は直接的な粥状硬化の破綻の

オンセットに直接関連があるが、糖尿病はあ

くまでもコントロールの指標であるためと考え

られる。今回用いた質問は、「繰り返し面談

による指導を行ったにもかかわらず、本来行

うべき治療の継続や生活習慣の改善が不十

分な場合で、業務内容や危険作業の有無

にかかわらず、残業時間や交代勤務などの

就業実態が現疾患の管理を困難にしている



と判断された場合、就業制限をかけてでも

管理を向上させたいという動機で対応を行う

もの」であり、直ちに就業制限をかけるので

はなく、就業制限を検討する値としてのコン

センサス情報と解せられる。したがって実際

の事後措置の場面では、今回の結果を参考

とし、労働者や職場の状況を勘案したうえで、

必要があると認められる際には就業上の措

置を必要とする意見を述べる姿勢が求めら

れる。 

 

 

Ⅳ 産業医等の教育プログラムの開発 

15． 医師会認定産業医向けの研修プロ

グラムの開発 

労働者の一般健康診断に基づく医師等

への就業上の意見の聴取（以下、就業判

定）は労働安全衛生法で事業者の義務とし

て定められている。手順については「健康診

断結果に基づき事業者が講ずべき措置に

関する指針」に示されているものの、その判

断基準などは示されていない。我々は、小

規模事業場を含む多くの事業場で事後措

置が十分に実施されていないのは、これら

判断基準が判定する医師の間に周知されて

いないのも一つの理由であると考え、就業

判定を行うための研修プログラムを開発し、

その効果を検討した。研修プログラムは「医

師が事業者に対して適切な就業上の意見を

述べるために必要な事項（提言案）」及び

「事業者が労働者の健康状態に基づく就業

上の措置を適切に行うための手引き（案）」

を元に作成した。内容は、十数例の健診結

果事例を用い、就業判定および解説を中心

とした実地研修方式とした。開発されたプロ

グラムを３県の医師会が開催する認定産業

医研修会で実施し、受講者にアンケート調

査を行った。産業医契約の有無などの属性

と研修の前後で判定が出来る自信（できる

度）についての自己評価点数を調査し、

Wilcoxon の符号付順位和検定を用いて産

業医選任の有無による受講前後における点

数を比較した。 

調査対象となった受講者の 82.3%が就業

判定を経験しており、また産業医として契

約・選任されている割合は 55.4％であった。

実習前後で点数が増加したのが 151 名

(83.0%)、変化しなかったのが 29 名(15.9%)、

低下したのが 2 名(1.1%)であり、実習により

自己評価点の増加が認められた。また選任

されている群と選任されていない群の実習

前後で点数が増加した者の割合は、それぞ

れ 80.0%、86.6%であり、選任されていない

群の方が増加率が高かった。実習前後で点

数の低下した 2 名については選任されてい

る群に属しており、実習前の点数は高かっ

た。これまで自信を持って判定を行なってき

たが、実習を通して改善点に気づき、自己

評価が下がったのかもしれない。研修後の

「今後産業医判定に関わりたい度」は選任さ

れている群で 77.8％、されていない群で

52.5％から肯定的な意見が得られた。 

これらの結果により、我々が作成した研修

プログラムを受講することによって判定の際



の基本的考え方と必要な知見が得られ、自

信を持って就業判定ができるようになること

が示された。 

 

16． 産業衛生専門医向けの研修プログ

ラムの開発 

我々が行った本研究の分担である平成

22 年度及び 23 年度の専属産業医からの聞

き取り調査から実際の就業上の措置の意見

の作成は、臨床及び産業医としての経験に

基づいて行われていたことから、その判断の

技量の習得にあたっては他の産業医との意

見交換、OJT（On the Job Training）、産

業医間でのカンファレンス等が有効と考えら

れた。そのため、産業衛生専門医向けの研

修プログラムとして模擬的な就業上の措置

に関する事例検討ためのツール開発を行う

ことを目的に本研究を実施した。 
 事例の作成においては、専属産業医から

の聞き取り調査の結果から得られた事例を

参考にし、定期健康診断において就業上の

措置を要すると判断された所見として、糖尿

病関連、血圧異常、貧血、問診から得られ

た脳・心臓の虚血性疾患の既往、その他と

して高度の肥満等を検討対象とした。 さら

に、条件を変えることで就業上の措置に関

する判断が変わることを想定し、健診結果も

しくは問診情報等の一部を変えた事例も作

成し、模擬カンファレンスにおける検討の最

終段階に供することとした。模擬事例作成と

実施要領の作成後、専属産業医かつ経験

年数 6 年以上の出身大学の異なる産業医 3
名及び研究分担者による模擬カンファレン

スを実施し、意見を聴取した。 
 模擬カンファレンスを実施した結果、自分

と異なる視点があることを知ったこと、業務内

容に注目することまたそれが変化する恐れ

があることを念頭の置くべきであることなど実

務の観点からの体験型の研修として有効と

思われた。また、事例作成自体がトレーニン

グとなりうることが考えられ、それを組み込ん

だプログラムとすることでより効果的なものと

することができる可能性が示唆された。模擬

カンファレンスを試行した結果、これの運営

するためには、場所の確保や資料の準備等

必要であることから企業内における産業医

会議等の産業医の集合する機会の利用や

産業保健推進センターで実施されている産

業医の勉強会等での運営が現実的と考えら

れた。 

 

 

Ⅴ  まとめ 

17． 就業措置に関する医師の意見に関

する提言 

研究班で得られた知見に基づき、事業者

が労働者の健康状態に基づき就業上の措

置を適正に行うためのあり方と課題について

検討した。その項目は、「意見を述べる医師

の確保」、「医師の意見の機会」、「就業上の

措置の目的」、「就業上の措置の実施と見直

し」、「主治医からの情報」、「関係者の理解

向上」等である。これらの検討結果を、「就業

上の措置を適正に行うための手引き（案）」と

「産業医等が事業者に対して適切な就業上

の意見を述べるために必要な事項（提言

案）」にまとめた上で、中小規模事業場にお

いて行われる健康診断およびその事後措置

に習熟した専門家に対して、内容の妥当性

について意見を聴取し、その結果をもとに

“手引き”（添付１）および“提言”（添付２）を完



成させた。 

 

18． 就業措置 Web ページの開発 

 研究班では、３年間にわたって文献検索

や学会ガイドライン、各国の法規制等の情

報を収集するとともに、就業上の措置の関

する意見や判断で必要なエビデンスやツー

ルの作成・整理を行ってきた。また、併せて

企業の就業措置の手順に関する事例や、産

業医が行った個別の就業上の意見に関す

る事例の収集を行ってきた。これらの成果物

を、産業医等の医師、事業者や衛生管理者

が活用できるようにするために、研究班会議

において、内容およびデザインについて検

討して、Web サイトを作成した。 

 

C. 今後の課題 

労働安全衛生法により、「事業者は、健康

診断の結果に基づき、当該労働者の健康を

保持するために必要な措置について、医師

の意見を聴かなければならない」と定められ

ている。しかし、この義務規定は、産業医の

選任義務がない事業場においても適用され

ているため、労働者数 50 名未満の事業場

においては産業医以外の医師が意見を述

べることになっているが、それらの医師は、

職場環境や作業の実態を十分に把握して

いるとはいえない。一方、適切な産業医活

動が行われている事業場においては、経年

的な健康状態の把握が行われているため、

健康診断の機会で新たに見出された疾病

によって就業配慮をする機会以外に、経過

観察中において慢性疾患の管理が不良と

なったり、疾病により長期休業したりするなど、

多様なきっかけをもとに就業上の配慮が行

われている。 
このような現状認識をもとにすれば、事業

者が医師から適切な就業上の意見を聴取

できるためには、多くの課題を検討する必要

がある。これらの課題は、制度面の課題、手

順や判断基準に関する課題、体制や人材

に関する課題に分けられる。そこで、それら

の解決の方向性について検討し、本研究の

成果物として「医師が事業者に対して適切

な就業上の意見を述べるために必要な事項

（提言）」（添付２）にまとめた。 

 

 

 

添付１ 「就業上の措置を適正に行うための手引き」 

添付２ 「医師が事業者に対して適切な就業上の意見を述べるために必要な事項（提言）」 
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